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都市の低炭素化の促進に関する法律の概要等 

 

社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素は、その相当部分が都市において発生しているも

のであることから、都市の低炭素化を図る必要があります。そのため、都市の低炭素化の促進を図り健全な発展

に寄与することを目的とした「都市の低炭素化の促進に関する法律」が、平成 24 年 9 月 5日に公布されました。

同法では、都市の低炭素化の促進に関する基本的な方針の策定、市町村による低炭素まちづくり計画の作成及

びこれに基づく特別の措置、並びに低炭素建築物の普及の促進のための措置が講じられることとなります。 

この法律は公布の日から起算して 3 ヶ月を超えない範囲内において、別途政令で定める日から施行されること

となっています。現段階においては、政令等が公布されていないため詳細は未定です。 

今後の情報や詳細については、国交省 HP等にて各自ご確認をお願いいたします。 

また、併せて租税特別措置法が改正され、認定低炭素住宅促進のための税制優遇措置が設けられます。 

 

Ⅰ．「都市の低炭素化の促進に関する法律」の概要 

本法律では、以下のような内容が定められています。 

（１）都市の低炭素化の促進に関する基本方針の策定【第 3 条】 

国土交通大臣、環境大臣及び経済産業大臣は、都市の低炭素化の促進に関する基本的な方針を

定めなければならない。 

（２）低炭素まちづくり計画に係る特別の措置【第 7 条～第 52 条】 

１）市町村は、単独で又は共同して、基本方針に基づき、市街化区域等のうち都市の低炭素化の促進

に関する施策を総合的に推進することが効果的であると認められる区域について、低炭素まちづくり

計画を作成することができる。 

２）市町村は、低炭素まちづくり計画の作成に関する協議及び低炭素まちづくり計画の実施に係る連絡

調整を行うための協議会を組織することができる。 

３） 低炭素まちづくり計画に基づき、以下のような措置を講ずる。 

① 集約都市開発事業（病院、共同住宅その他の多数の者が利用する建築物及びその敷地の整備

に関する事業等）について、市町村長が認定する制度が創設された。 

② 低炭素まちづくり計画に記載された駐車機能集約区域内において建築物の新築等を行おうとす

る者に対し、条例で、集約駐車施設内に駐車施設を設けること等を定めることができる。 

③ その他  

（３）低炭素建築物新築等計画の認定制度【第 53 条～第 60 条】 

市街化区域等内において、低炭素化のための建築物の新築等をしようとする者が作成する低炭素建

築物新築等計画を所管行政庁が認定する制度が創設された。 

 

Ⅱ．低炭素建築物の認定制度の概要 

低炭素建築物（所管行政庁が認定した低炭素建築物新築等計画に基づき新築等された建築物）の認定

制度の概要は以下のとおりです。 

法改正情報 



（１）低炭素建築物新築等計画の認定（低炭素建築物の認定） 

１）認定の申請【第 53 条】 

市街化区域等内において、低炭素化のための建築物の新築等※をしようとする者は、建築物の位置

や延べ面積、資金計画等の事項を記載した低炭素建築物新築等計画を作成し、所管行政庁の認定

を申請することができる。 

※低炭素化のための建築物の新築等 

・建築物の低炭素化に資する建築物の新築又は建築物の低炭素化のための建築物の増築、改築、修繕若しくは模様替 

・建築物への空気調和設備等の設置若しくは建築物に設けた空気調和設備等の改修 

 

２）認定基準等【第 54 条】 

所管行政庁は、上記１）の申請に対し、計画の内容が以下の基準に適合すると認める場合は、その

認定を行うことができる。 

・申請に係る建築物のエネルギーの使用の効率性その他の性能が所定の基準に適合するものであ

ること 

・低炭素建築物新築等計画に記載された事項が、基本方針に照らして適切なものであること 

・低炭素建築物新築等計画に記載された資金計画が、低炭素化のための建築物の新築等を確実

に遂行するため適切なものであること 

（２）「低炭素建築物」の定義【第 2 条、第 16 条】 

二酸化炭素の排出の抑制に資する建築物であって、所管行政庁による上記（１）の認定を受けた低

炭素建築物新築等計画に基づき新築等が行われ、又は行われたものを「低炭素建築物」という。また、

認定集約都市開発事業により整備される特定建築物（低炭素まちづくり計画に係る計画区域内におけ

る病院、共同住宅その他の多数の者が利用する建築物）については、「低炭素建築物」とみなす。 

（３）容積率の特例【第 60 条】 

低炭素建築物においては、その床面積のうち低炭素化に資する設備（蓄電池、蓄熱槽等）について、

建築基準法に規定する建築物の容積率が一部緩和されることとなった。建築物の容積率の算定の基礎

となる延べ面積に、低炭素化に資する設備の床面積（政令で定める床面積）は、算入しない。 

 

Ⅲ．住宅に係る税制優遇措置 

租税特別措置法が改正され、都市の低炭素化の促進に関する法律による低炭素建築物のうち、住宅の用

に供する一定のもの（以下「認定低炭素住宅」という。）については税制優遇措置が設けられることになりまし

た。【租税特別措置法第 41 条、第 41 条の 2、第 74 条の 2】 

（１）住宅ローン減税制度の控除対象借入限度額の引き上げ（所得税、個人住民税） 

平成 25 年 12 月 31 日までに認定低炭素住宅へ居住を開始した場合、以下の税額控除を受けること

ができる。 

居住年 控除期間 住宅借入金等の年末残高の限度額 控除率 

平成 24 年 10 年間 4,000 万円（一般住宅 3,000 万円） １％ 

平成 25 年 10 年間 3,000 万円（一般住宅 2,000 万円） １％ 

（２）登録免許税の引き下げ 

平成26年 3月 31日までに認定低炭素住宅を取得した場合、所有権の保存登記及び移転登記に対

する登録免許税の税率が 0.1％に軽減される。 

以 上 


